
陸上自衛隊達第７１－１２号 

 

防衛庁所属国有財産（船舶等）の取扱いに関する訓令（昭和５２年防衛庁訓

令第２８号）第１２条の規定に基づき、陸上自衛隊における国有財産（船舶）

の取扱いに関する達を次のように定める。 

 令和７年３月２４日 

陸上幕僚長 陸将 森下 泰臣  

 

陸上自衛隊における国有財産（船舶）の取扱いに関する達 

 

目次 

 第１章 総則（第１条―第２条） 

 第２章 管理等（第３条―第１７条） 

 第３章 雑則（第１８条） 

 附則 

  別記様式第１ 国有財産（船舶）受領調書 

  別記様式第２ 国有財産（船舶）供用通知書 

  別記様式第３ 国有財産（船舶）供用受報告書 

別記様式第４ 国財財産（船舶）供用廃止通知書 

別記様式第５ 国財財産（船舶）返還引継書 

別記様式第６ 国財財産（船舶）の売り払いについて（申請） 

別記様式第７ 国財財産（船舶）の売り払いについて（通知） 

別記様式第８ 撤去属具引継書 

別記様式第９ 国有財産増減報告書（その１） 

別記様式第１０ 国有財産増減報告書（その２） 

別記様式第１１ 国財財産（船舶）被害調書 

別記様式第１２ 国財財産（船舶）の被害について（報告） 

別記様式第１３ 国財財産（船舶）の亡失について（報告） 

別記様式第１４ 国有財産（船舶）現況報告書 

別記様式第１５ 国財財産（船舶）取得調書 

別記様式第１６ 国財財産（船舶）用途廃止調書 

別記様式第１７ 国財財産（船舶）所管換、所属替受渡証書 

別記様式第１８ 国財財産（船舶）台帳変更調書 

 

第１章 総則 

（趣旨及び適用範囲） 



第１条 この達は、陸上自衛隊における国有財産（船舶）の取扱いについて、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 部局 防衛省所管国有財産（船舶）の取扱いに関する訓令（以下「訓令」

という。）第２条に規定する部局のうち、陸上幕僚監部をいう。 

(2) 部局長 部局の長のうち、陸上幕僚長を言う。 

(3) 船舶 自衛隊の使用する船舶の区分等及び名称等を付与する標準を定め

る訓令（令和６年防衛省訓令第３１７号）別表第１に掲げる自衛艦をいう。 

(4) 属具 船舶に附属する諸装置類及びこれに装着されているものをいう。 

(5) 供用 部局所属の船舶をその用途又は目的に応じて部隊の使用に供する

ことをいう。 

(6) 供用部隊の長 部局長から船舶の供用を受けた部隊の長をいう。 

 

  第２章 管理等 

（事務の調整） 

第３条 陸上幕僚監部装備計画部長（以下「陸幕装備計画部長」という。）

は、陸上自衛隊における船舶（属具を含む。以下同じ。）の取扱いに関す

る事務について必要な調整を行うものとする。 

（供用部隊の長の事務） 

第４条 供用部隊の長は、供用された船舶について、次の各号に掲げる事務を

行うものとする。 

(1) 供用及び供用の廃止の手続に関すること。 

(2) 属具の取付け又は取壊し、模様替その他の理由による国有財産の増減の

手続に関すること。 

(3) 国有財産台帳副本（以下「台帳副本」という。）の整理に関すること。 

(4) 船舶に被害があった場合の部局長ヘの報告に関すること。 

(5) その他船舶の管理に必要な事項に関すること。 

（受領官の指名） 

第５条 部局長は、訓令第８条の規定により受領官を指名する場合には、陸幕

装備計画部長又はその指名する幹部自衛官を充てるものとする。 

（受領調書） 

第６条 受領官は、船舶の引渡しを受けた場合には、遅滞なく国有財産（船舶）

受領調書（別記様式第１）を部局長に提出するものとする。 

（供用） 



第７条 部局長は、船舶を供用する場合には、国有財産（船舶）供用通知書（別

記様式第２）により、供用部隊の長に通知するものとする。 

２ 前項の規定により通知を受けた供用部隊等の長は、当該船舶の状態並びに

完成図書及び関係の書類を確認の上、遅滞なく国有財産（船舶）供用受報告

書（別記様式第３）を部局長に送付するものとする。 

（供用の廃止） 

第８条 部局長は、所属替、用途廃止その他の理由により船舶の供用を廃止し

ようとする場合には、国有財産（船舶）供用廃止通知書（別記様式第４）に

より、供用部隊の長に通知するものとする。 

２ 前項の規定により通知を受けた供用部隊の長は、国有財産（船舶）返還引

継書（別記様式第５）を部局長に送付するものとする。 

（船舶の用途廃止の期日） 

第９条 部局長が、防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第１

１８号。以下「規則」という。）第２２条第３項の規定により船舶の用途を

廃止する場合の期日は、原則として当該船舶の除籍の日とする。 

（売払い） 

第１０条 部局長は、船舶の売払いのため規則第２４条の規定により防衛大臣

の承認を受ける場合には、別記様式第６により防衛大臣に申請するものとす

る。 

２ 部局長は、自衛艦を売払う場合には、解体の条件を付さなければならない。

ただし、陸上幕僚長が別に定める場合は、この限りでない。 

３ 部局長は、規則第２５条の規定に基づき船舶の売払いを所轄財務局長に通

知する場合には、別記様式第７によるものとする。 

（物品への編入） 

第１１条 部局長は、国有財産である属具を物品に編入しようとする場合には、

撤去属具引継書（別記様式第８）により、分任物品管理官に引継ぎを行うも

のとする。 

（国有財産増減報告書） 

第１２条 供用部隊の長は、属具の取付け又は取壊し、模様替その他の理由に

より国有財産に増減が生じた場合（次項の場合を除く。）には、遅滞なく国

有財産増減報告書（その１）（別記様式第９）を部局長に提出するものとす

る。 

２ 供用部隊の長は、船舶の造修等に関する訓令（昭和３２年防衛庁訓令第４

３号）第１８条に規定する特別改造等に伴い国有財産に増減が生じた場合に

は、遅滞なく国有財産増減報告書（その２）（別記様式第１０）を部局長に

提出するものとする。 



（被害報告） 

第１３条 供用部隊等の長は、天災その他の事故により船舶を滅失し、又はき

損したときは、直ちに国有財産（船舶）被害調書（別記様式第１１）により、

部局長に報告しなければならない。 

２ 部局長は、規則第３２条第１項の規定に基づき防衛大臣に報告する場合に

は、別記様式第１２によるものとする。 

３ 部局長は、規則第３２条第２項の規定に基づき会計検査院長に報告する場

合には、別記様式第１３によるものとする。 

（現況報告） 

第１４条 供用部隊の長は、９月末日及び３月末日における船舶の現況を国有

財産（船舶）現況報告書（別記様式第１４）によりそれぞれの期日から２０

日以内に部局長に報告するものとする。 

（申請書等の経由及び送付期日等報告等） 

第１５条 部局長は、次の表の左欄に掲げる書類を防衛大臣又は会計検査院長

に提出するものとする。 

 

（国有財産台帳の登録等） 

第１６条 部局長は、船舶について、取得、用途廃止、所管換その他の理由に

より異動があった場合には、次の各号に掲げる調書又は受渡証書（以下「調

書          類 関 係 条 項 送 付 期 日 等 

国有財産増減及び現在額計算書 
規則第４１条 

証明期間経過後１２０日

以内 国有財産無償貸付状況計算書 

国有財産増減及び現在額報告書 
規則第４２条 

翌年度の６月１５日ま

で。 国有財産増減事由別調書 

国有財産見込現在額報告書 
規則第４３条 

当該年度の９月１５日ま

で。 国有財産見込増減事由別調書 

国有財産無償貸付状況報告書 

規則第４４条 
翌年度の６月１５日ま

で。 
国有財産無償貸付状況増減事由

別調書 

取得、所管換、所属替、使用の許

可、用途廃止又は売払いに関す

る報告 

訓令第７条 
当該事由発生の日から 

３０日以内 

国有財産（船舶）現況報告書 訓令第１１条 
９月末日及び３月末日か

らそれぞれ３０日以内 



書等」という。）を作成し、必要な事項を国有財産台帳（以下「台帳」とい

う。）に記載しなければならない。 

(1) 国有財産（船舶）取得調書（別記様式第１５） 

(2) 国有財産（船舶）用途廃止調書（別記様式第１６） 

(3) 国有財産（船舶）所管換、所属替受渡証書（別記様式第１７） 

(4) 国有財産（船舶）台帳変更調書（別記様式第１８） 

２ 部局長は、前項の規定により調書等を作成し、又は台帳に記載した場合に

は、調書等の写し及び台帳副本をその都度供用部隊の長に送付するものとす

る。 

（台帳の登録期日） 

第１７条 部局において、台帳に登録する場合の期日は、訓令第１０条各号に

定めるところによるほか、次の各号に定めるところによる。 

(1) 船舶の売払いについては、契約の相手方に当該船舶の引渡しをした日 

(2) 船舶の取壊しの完了については、当該船舶を分任物品管理官に引継いだ

日又は廃棄した日 

 

第３章 雑則 

 （委任規定） 

第１８条 この達に定めるもののほか、この達の実施に関し必要な事項は、

部局長が定める。 

 

附 則 

 この達は、令和７年３月２４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１（第６条関係） 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長  殿 

所 属 

官 職 階 級 氏       名 

 

国有財産（船舶）受領調書 

 

区   分  数   量  

種   目  取得の事由  

用   途  取得相手方  

名称又は細分  受領年月日  

番   号  受 領 場 所  

要 

 

 

 

目 

船 体 材 料  軸 馬 力  

排水量(トン)  軸   数  

速力(ノット)  建 造 所  

全   長  起   工  

幅  進   水  

深   さ  し ゅ ん 工  

喫   水  
（年度） 
建 造 番 号 

 

主   機    

注 新造又は購入の場合は、受領検査調書を添付する。 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２（第７条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 供用部隊の長  殿 

                    防衛省所管 

国有財産部局長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）供用通知書について（通知） 

 

標記について、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

供用する財産 

区    分  

種  目  

名  称 

又は細分 

 

用  途 

又は構造 

 

数  量  

価格(円)  

供 用 年 月 日 年    月    日 

所在地（工作物のみ。)  

添 付 書 類  

備     考  

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第３（第７条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長   殿 

  供用部隊の長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）供用受報告書について（報告） 

標記について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

供用を受

けた財産 

区  分  

種  目  

名  称 

又は細分 

 

用  途 

又は構造 

 

数  量  

価格(円)  

供用受年月日 年    月    日 

所在地（工作物のみ。)  

根 拠 文 書  

備     考  

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第４（第８条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 供用部隊の長  殿 

 防衛省所管 

国有財産部局長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）供用廃止通知書について（通知） 

 

標記について、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

供用を廃

止する財

産 

区  分  

種  目  

名  称 

又は細分 

 

用  途 

又は構造 

 

数  量  

価格(円)  

供用廃止年月日 年    月    日 

所在地（工作物のみ。)  

備     考  

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第５（第８条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長  殿 

供用部隊の長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）返還引継書について（報告） 

 

標記について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１  口座名 

２  所在地 

３  区分、種目、数量等 

区分 種目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、性

能、型式等 
数量 

価格 

（円) 

      

      

      

      

      

上記のとおり国有財産（船舶）を返還し引継ぎを了した。 

平成  年  月  日 

引継者 官 職 氏        名 

引受者 官 職 氏        名 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６（第１０条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

防衛大臣 殿 

                    防衛省所管 

国有財産部局長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）の売払いについて（申請） 

 

標記について、防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第 

１１８号）第２４条の規定に基づき、下記のとおり申請する。 

 

記 
 
１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 用途・名称 構造・寸法・性能 数量 価格（円) 

      

２ 売払いをしようとする事由 

３ 相手方の用途及び利用計画 

４ 価格評定調書又は鑑定書 

５ 代金の納入方法及び納入期限 

６ 指名競争に付し、又は随意契約によろうとする場合は、その事由並びにそ

の根拠となる法令の名称及び条項 

７ 随意契約によろうとする場合は、相手方の住所及び氏名 

８ 用途指定の売払いの場合は、その用途並びに用途に供しなければならない

期日及び期間 

９ その他参考事項 

添付書類：別紙「価格評定調書」又は「鑑定書」 

注 第６項から第８項までについては、該当事項のみ記載する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別 紙 

 

船舶売払価格評定調書 

年 月 日 

船 舶 
の用途名称 

 
 部局名  備考 

 
区分 数量 単価(円) 価格(円) 

 

   

素 

材 

価 

格 

    

    

    

計         (A)  

解 

体 

経 

費 

   
 

    

計        (B)  

売払い評定価格（Ａ－Ｂ） 
 

評定者 官 職 氏       名  

 

注１  不要な文字は、抹消する。 

２  本様式により難い場合は、この様式に準じて作成するものとする。 

３  評定者は、部局長の指定する者とする。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７（第１０条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

○○○財務局長 殿 

防衛省所管 

国有財産部局長□印  

 

国有財産（船舶）の売払いについて（通知） 

 

標記について、普通財産（船舶）を売払いしたので国有財産法施行令（昭和

２３年政令第２４６号）第１３条の規定に基づき、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 用途・名称 構造・寸法・性能 数量 価格（円) 

      

２ 売払いした財産の数量 

３ 売払い年月日及び事由 

(1) 年月日 

(2) 事由 

４ 売払い価格 

５ 売払いした相手方の住所及び氏名 

６ その他参考事項 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 



別記様式第８（第１１条関係） 

 

撤 去 属 具 引 継 書 

引継年月日 

渡   官 職 氏        名 

受   官 職 氏        名 

次のとおり引継ぎを了した。 

属 具 名 数  量 単価

(円) 

価格(円) 程  度 備  考 

      

      

      

      

      

      

      

引継理由 

注 程度欄には、使用可能、修理可能、修理不能等を記入する。 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第９（第１２条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長 殿 

供用部隊の長 

（公印省略） 

 

国有財産増減報告書（その１) 

 

区分 種目 名称又は

細分 

年月

日 

増減事

由 

属具名

等 

数量 価格（円) 

        

        

        

        

        

        

        

        

注 増減事由は、属具の取付け、取壊し、模様替等を記入する。 

（日本産業規格Ａ列４番) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１０（第１２条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長 殿 
供用部隊の長 
（公印省略） 

国有財産増減報告書（その２） 

 

船舶の名称 

工事（特別改造 

又は改造）実施 

の理由又は根拠 

工事期間 
新設又は撤去

装備品名 

増（A） 減（B） 
造船所調達又は

官給の別等 

契約会社又は

工事実施者 

工費(円) 

（C） 
備考 

数量 
価格

(円) 
数量 

価格

(円) 

            

写送付先：供用部隊の長 

注 １ 増の報告は、（A）及び（C）とする。 

２ 減の報告は、（B）のみとする。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式第１１（第１３条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 防衛省所管 

国有財産部局長 殿 

供用部隊の長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）被害調書 

 

１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、 

性能、型式等 
数 量 価格（円) 

      

２ 滅失又はき損の原因、事故発生の日時及び場所 

(1) 原因 

(2) 日時 

(3) 場所 

３ 被害財産の明細（数量及び被害の程度を記載すること。） 

４ 損害見積価格及び復旧可能のものについては、復旧費の見込額 

５ き損した財産の保全又は復旧のために執った応急措置 

６ その他参考事項 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１２（第１３条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

防衛大臣 殿 

（陸上幕僚長経由） 

防衛省所管 

国有財産部局長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）の被害について（報告） 

 

標記について、部局所属の行政財産（船舶）に別紙のとおり事故による被害

があったので、防衛省所管国有財産取扱規則（平成18年防衛庁訓令第118号）

第32条第１項の規定に基づき、報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙「国有財産（船舶）被害調書」 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別 紙 

国有財産（船舶）被害調書 

 

１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、 

性能、型式等 
数 量 価格（円) 

      

２ 滅失又はき損の原因、事故発生の日時及び場所 

(1) 原因 

(2) 日時 

(3) 場所 

３ 被害財産の明細（数量及び被害の程度を記載すること。） 

４ 損害見積価格及び復旧可能のものについては、復旧費の見込額 

５ き損した財産の保全又は復旧のために執った応急措置 

６ その他参考事項 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１３（第１３条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

会計検査院長 殿 

防衛省所管 

国有財産部局長 

官      職□印  

 

国有財産（船舶）の亡失について（報告） 

 

標記について、部局所属の行政財産（船舶）に別紙のとおり事故による被害

があったので、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第27条の規定に基づき、

報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙「国有財産（船舶）被害調書」 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別 紙 

 

国有財産（船舶）被害調書 

 

１ 管理部局名及び部局長官職、氏名 

(1) 管理部局名 

(2) 部局長官職、氏名（管理期間） 

２ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、 

性能、型式等 
数 量 価格（円) 

      

３ 亡失の原因、事故発生の日時及び場所 

(1) 原因 

(2) 日時 

(3) 場所 

４ 被害財産の明細（数量及び被害の程度を記載すること。） 

５ 損害見積価格 

６ その他参考事項 

注 管理期間は、亡失時と報告時における部局長が異なる場合記入する。 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１４（第１４条関係） 

発 簡 番 号 

年  月  日 

防衛省所管 

国有財産部局長 殿 

供用部隊の長 

（公印省略） 

 

国有財産（船舶）現況報告書（ 年 月 日現在） 

 

（価格単位：円） 

区分 種別 隻数 トン数 価格 備考 

自衛艦 

就役 

    取得 

種別 名称 ﾄﾝ数 価格 事由 年月日 適用 

       

管理替・所属替 

種別 名称 ﾄﾝ数 価格 事由 年月日 適用 

       

用途変更・用途廃止 

種別 名称 ﾄﾝ数 価格 事由 年月日 適用 

       

除籍後未処理 

種別 名称 ﾄﾝ数 価格 事由 年月日 適用 

       
 

    

    

    

    

計    

除籍 

    

    

    

    

    

計    

合計    

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１５（第１６条関係） 

 

国有財産（船舶）取得調書 

 

１ 当該財産の台帳に記載すべき事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、 

性能、型式等 
数 量 価格（円) 

      

２ 取得年月日及び事由 

(1) 年月日 

(2) 事由 

３ 相手方の住所及び氏名（法人の場合は、住所、名称及び代表者氏名） 

４ その他参考事項 

 

  年  月  日 

防衛省所管国有財産部局長 

官 職 氏      名 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１６（第１６条関係） 

 

国有財産（船舶）用途廃止調書 

 

１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 区分、種目、数量等 

区分 種 目 
用途、名称 

又は細分 

構造、寸法、 

性能、型式等 
数 量 価格（円) 

      

２ 用途廃止年月日及び事由 

(1) 年月日 

(2) 事由 

３ 用途廃止した後の処分方法 

４ その他参考事項 

  年  月  日 

防衛省所管国有財産部局長 

官 職 氏     名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１７（第１６条関係） 

 

国有財産（船舶）所管換、所属替受渡証書 

 

受渡    年   月   日 

 

渡  ○○○所管○○○所属国有財産部局長 

官 職 氏        名 

受  ○○○所管○○○所属国有財産部局長 

官 職 氏        名 

 

次のとおり、国有財産の受渡しを了した。 

 

区             分 渡 受 

所      管     名   

会    計   名   

分             類   

種            類   

用       途   

増 減 事 由 用 語   

 

所      在  

区      分 
数量単

位 
数量 

価格

(円) 

有償価格 
（円） 

備  考 

       

       

       

計         

注 １  件名内の不要な文字は、抹消する。 

２  記載要領は、国有財産受渡証書について、（蔵理第3381号。33．12．

15）に準ずる。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 



別記様式第１８（第１６条関係） 

 

国有財産（船舶）台帳変更調書 

  

１ 当該財産の台帳記載事項 

(1) 口座名 

(2) 所在地 

(3) 用途、名称又は細分 

(4) 構造、寸法、性能、型式等 

２ 変更記事（増減記事を除く。） 

台 帳 の 欄 名 変  更  前 変  更  後 

   

３ 増減記事 

 
記     事 根 拠 文 書 

異 動 年 月 日 
  

増  減  事  由 
  

増  額  （円） 
  

減  額  （円） 
  

現 在 額（円） 
  

  年  月  日 

防衛省所管国有財産部局長 

官 職 氏       名 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 


